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Ⅰ　韓国のシルバーデモクラシー？

本稿の出発点は，韓国における高齢者の高い

投票率と高い貧困率との関係の考察である。一

般的に，政治家は投票率が高い集団の利益を実

現すべく政策を構築する。政治家が公職にとど

まるためには選挙に勝つ必要があり，選挙に勝

つには高い得票率を得る必要があるからである。

また一般的に，年齢層が高いほど，投票率が高

い傾向がある。

この 2 つの命題を結びつけると，政治家は高

齢者の利益を実現するべく政策を構築するとい

うことになる。とりわけ社会が高齢化すると，

その傾向は強化されるはずである。それゆえ，

高齢化が進む先進国では，政府が民主的な手続

きを経た結果として高齢者に有利な政治的決定

がなされやすいとされる。いわゆるシルバーデ

モクラシー論である。シルバーデモクラシーに

なると，高齢者が好まない政治的決定が妨げら
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《要　約》

本稿は，韓国の福祉政治，とりわけ高齢者福祉をめぐる政治に関する近年の研究を分析することで，

韓国で福祉政治をめぐる研究が，理論レベルでも方法論レベルでも劇的に変化していることを示す。

福祉政治の研究は，かつては事例研究が中心であり，理論的にも階級の存在を重視していたが，近年，

方法論的には計量分析に比重を移しており，理論的には一般的な政治過程論同様，有権者や政党に焦

点が当たるようになってきている。有権者レベルでは福祉態度が，政党レベルでは地方自治体の福祉

政策が分析の焦点となり，従来見られなかった豊かな成果を生み出すようになってきた。ただし，福

祉政治の新たな研究動向は，重要な問題を含んでいる。韓国の福祉政治研究は方法論的に洗練されて

きているが，科学的に妥当性の高い方法が検証すべき理論を限定するという転倒が生じてしまい，本

来広大であるべき研究視野を狭め，研究対象を限定する傾向を示しているのである。
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際的な研究動向の変化を紹介する。続いて，韓

国で 2010 年代に入って顕著になった新たな研

究動向を，有権者の福祉態度に関する研究と，

政党の福祉政策に関する研究に分けて紹介し，

最後に韓国におけるシルバーデモクラシーと高

齢者福祉に関する一定の含意を示した上で，方

法論と理論の関係について考察する。

Ⅱ　理論的検討

仮に，韓国で高い得票率にも拘わらず高齢者

の利益（高齢者福祉）が実現されていないとし

て，その理由はどこに求められるのだろうか。

本節で理論的な検討をしてみよう。検討の対象

となるのは，高齢者福祉ではなく，一般的な福

祉政治に関する先行研究である。日本の場合，

高齢者福祉をめぐる政治は世代間の利益配分を

めぐる政治と理解される傾向がある［八代 

2016］。本稿の問いも，その色彩を強く有して

いる。しかし高齢者福祉を世代間対立から検討

しようという見方は，日本の政治情勢を反映し

たに過ぎないものかもしれず，問いそのものを

相対化しておく必要がある。世代間対立から捉

える見方の前提には，世代によって福祉をめぐ

る利益が異なること，世代内で比較的共有され

た利益が存在することが前提となるが，そうし

た前提が成り立つとは限らない。Hieda［2012］

によると，高齢者福祉をめぐる政治は，他の社

会保障政策分野同様，福祉レジームのあり方や

各国の政党制，政党構造で大きく異なっている

というべきである。例えば，普遍主義的な福祉

レジームが形成されている北欧諸国のような国

の方が，高齢者福祉は整備されやすい。世代間

対立が顕在化するかどうかは，こうした政治体

れるため，政策停滞が生じやすいと議論される。

真偽のほどはともかくも，2015 年の住民投票

による大阪都構想の否決や，2016 年の，イギ

リスの EU からの離脱を求めることになった国

民投票の結果をもたらしたのは，変化を嫌う高

齢者の政治姿勢を代表させたものであるとの議

論が俎上に上がった。シルバーデモクラシーは，

日本では社会保障を老人福祉費に偏重させる結

果を招いているとの研究も出されている［八

代・島澤・豊田 2012；八代 2016］。

韓国もまた，急速な少子高齢化の進行により，

他の先進国同様高齢化問題に直面している。

2018 年 に は 65 歳 以 上 の 人 口 が 総 人 口 の 14

パーセントを超え，「高齢社会」に突入する。

高齢化の速度は，速いといわれる日本以上に急

速である。日本の高齢化率は 27 パーセントな

ので，現時点では韓国のそれは半分程度である

が，2060 年には追いついて 39.9 パーセントで

並ぶと推定されている（注１）。

韓国でシルバーデモクラシーが生じているの

であれば，それは，高齢者の高い貧困率と矛盾

する。相対貧困率で見ると，韓国の高齢者の貧

困状況は OECD 諸国の中で最悪である。高齢

者層への所得移転が極めて低いことを考慮すれ

ば，政策的対応がなされていないと考えてよい

［大西 2014］。

以上の前提が正しいのであれば，なぜ高い得

票率にも拘わらず，高齢者の利益（高齢者福祉）

を実現するべく政治家は行動しないのだろうか，

という疑問が浮上する。本稿は，この疑問に対

し，韓国の福祉政治，とりわけ高齢者福祉をめ

ぐる政治に関する近年の研究を分析することで，

一定の示唆を得ることを目指す。

以下，本稿では，次節で福祉政治に関する国
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制が規定するものといえる。それゆえ，高齢者

福祉をめぐる政治も，世代間対立という構図で

捉える前に，福祉政治全体の中で検討しておく

必要がある。

1 ．福祉政治研究の変貌

福祉政策は，政治学でどのように議論されて

きたのであろうか。一般的に，政策形成過程は

現代政治分析の中核的な分野の 1 つであり，利

益集団や政党などの政治的アクターが活躍する

プロセスとして分析されることが多い。しかし，

福祉政策に関しては，このような政治過程とは

異なる福祉国家論として説明されることが多

かった。すなわち，福祉政策は，他の政策領域

と異なり，政治的アクターとして階級を重要視

してきた。福祉政策は労働者階級や低所得者層

など極めて広範な階層・階級の利益に関わる政

策であり，かつその影響は全ての国民に及ぶ。

それゆえ，他の政策とは政治アクターも異なる

と考えられてきたためである。

しかし，福祉政治を階級で議論する傾向は，

近年急速に衰えている。1980 年以降に生じて

いる福祉再編などの現象を，階級の存在によっ

て説明することが難しくなっているからである。

おそらくその背景には，世界的に見られる労働

組織率の低下と，それに伴う階級的連帯の衰退

や，政党におけるイデオロギー色の薄れがある

のであろう。結果として，福祉政策もまた他の

政策領域同様に説明しようという傾向が強く

なっている。すなわち，政党間競争を主軸とし

た説明である。複数の政党間で有権者をめぐる

競争が存在し，それに勝った政党が与党となっ

て有権者に約束した政策を形成する。有権者か

ら政党，政府へとつながる委任と説明責任の連

鎖による政策形成の説明が，福祉政策の領域で

もなされるようになってきた。

その結果として，福祉政治においても他の政

策領域と同様の見解の対立が見られるように

なってきている。すなわち，社会学的見解と，

心理学的見解，経済学的見解である（注２）。社会

学的見解は，政治アクターがある行動をとる理

由を，全体としての社会構造から説明する。言

い換えればこの見解は，政治アクターを取り巻

くマクロな構造的要因がアクターの行動を規定

していると考える。心理学的見解は，政治的行

動をよりミクロな個人の選択として説明する。

すなわち，その個人が保有する価値観や文化が，

個人の心理に作用し特定の選好を形成する。政

治的行動はその結果である。最後の経済学的見

解も，ミクロな個人の選択から政治的行動を説

明するが，選好形成には踏み込まない。人々が

特定の選好を持つことを所与とし，その実現の

ために最も合理的な行動をとると説明する。以

上のような，説明を加える際に何を重視するか

の説明の違いが，福祉政治の説明にも現れてき

ている。有権者と政党に関する研究に焦点を当

てて説明しよう。

2 ．有権者の福祉態度

はじめに，有権者に関する研究では，有権者

が福祉政策に対してとる態度，すなわち福祉態

度に関するものが前世紀末から盛んになってき

ている［Svallfors 2004］。有権者が福祉政策の

拡充に肯定的になったり否定的になったりする

のはなぜか。大きく 3 つの要因に分けて説明が

なされる。第 1 に，階級の違いが福祉態度に影

響を与えているという説明である［Edlund 

2007］。労働者など下層階級に属するものは福
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祉政策の充実に好意的であるのに対し，企業経

営者など上流階級はむしろ福祉を削減すべきだ

と 考 え る［Taylor-Gooby 2001; Corneo and 

Grüner 2002; Svallfors 2004］。

第 2 に，人々の社会的経験が福祉に対する態

度形成に影響を与えるという説明である。社会

的連帯意識は，利益というよりも人々が社会生

活を送る中で獲得した情緒や感性が重要である

［Bean and Papadakis 1998］。社会民主主義的福

祉国家のもとにある個人は上流階級であっても

福祉政策に好意的であるのに対し，自由主義的

福祉国家のもとにある個人は下層階級であって

も福祉より個人の自立を支持する傾向を示すと

い う 福 祉 体 制 効 果［Anderß and Heien 2001; 

Svallfors 2004; Edlund 2007］もその 1 つといえる。

第 3 に，福祉政策によって得られる自己利益

が福祉態度を決定するという説明である。福祉

政策が自分に利益をもたらすのであれば，それ

を支持し，そうでなければ当該政策実施のため

になされる徴税を嫌って反対する［Blekesaune 

2007; Missinne, Meuleman and Bracke 2013］。こ

の態度形成には，階級だけではなく，世代や所

得階層，雇用上の地位なども反映される。福祉

政策全体というよりも，どの福祉プログラムを

支持するかでも違いが生じえ，具体的なプログ

ラムの内容によって異なる態度を見せる。つま

り，自分に関係する福祉プログラムには肯定的

で，そうでないものには否定的であることが生

じる。以上の整理のうち，第 1 が社会学的見解，

第 2 が心理学的見解，第 3 が経済学的見解とす

ることができるであろう。この 3 者の違いは，

観察者が何を重視するかを反映してもいる。

3 ．政党の福祉政策

次に，政党の福祉政策について見てみよう。

有権者の選好を政策へと変換する政治エリート，

具体的には政党は何を重視して政治的行動をと

るのであろうか。これについても有権者の福祉

態度同様，3 つの見解からの説明がなされうる

が，福祉政策において重視されているのは，社

会学的見解に近い党派性理論と，経済学的見解

に近い政党競争理論の 2 つである。党派性理論

は，元々は 1970 年代に Hibbs［1977］を中心

に提起された主張で，左派政府は福祉拡大，右

派政府は福祉縮小を志向するという，いささか

同義反復に近い説明である。この議論は，執政

部と立法府それぞれの支配政党が異なる分割政

府の発生などの可能性を考慮していないなどの

批判を受け入れ，政治制度の影響を加味した上

でなお党派の重要性を主張するようになってき

て い る［Garrett and Lange 1989; Bradley et al. 

2003; Allan and Scruggs 2004; Meagher and 

Vander Wielen 2011］。

政党競争理論は，Key［1949; 1956］が行った，

政党間競争が激しければ激しいほど，社会的弱

者である低所得者層に有利な再分配政策を拡張

するとの指摘を理論的基盤とする。すなわち，

政権獲得を目指す政党は，選挙においてより多

くの票の獲得を目指して競争している。もし競

争が激しくなければ，政党は政権獲得の際に元

来の支持者の選好を反映させた政策を作ろうと

する。しかし競争が激しい場合，政党はより多

くの票を必要とするため，支持層以外の票を得

ようと努力する。それは，多くの場合低所得者

層なので，政権獲得時に彼らが好む再分配政策

を拡張するであろう。

ただし，政党間競争がどのような政策をもた
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らすかはその後いくつかの相反する見解が表明

されている。第 1 に，政党間競争は政党を中位

投票者の政策に近づけるという，ダウンズの空

間投票モデルである。第 2 に，政治家は核心的

な支持層にこそ資源を配分するとする確信支持

層モデル［Cox and McCubbins 1986］で，第 3

は，逆に，政治家は浮動層を対象として資源を

配 分 す る と す る 浮 動 層 モ デ ル［Dixit and 

Londregan 1996］である。この他，投票参加率

の高い高所得者層などに有利な政策が展開され

て い る 点 を 重 視 す る 見 解 も あ る［Hibbs 

1977;Bennett and Resnick 1990; Griffin and 

Newman 2005］。

以上に示した福祉政治研究の国際的な理論的

傾向から，韓国の高齢者福祉をめぐる本稿の疑

問への回答を考えてみよう。韓国で高齢者福祉

がなぜ整備されていないのであろうか。有権者

レベルでは，大きく 3 つ考えられる。第 1 に，

社会学的な見解より，高齢者福祉を志向するで

あろう階級意識の低さであり，第 2 に，心理学

的な見解より，高齢者の困難に直面するような

社会的経験の不足であり，第 3 に，経済学的な

見解より，高齢者福祉プログラムに魅力を感じ

ない有権者が多数を占めるということである。

政党レベルでは，第 1 に，社会学的な見解より，

高齢者福祉を重視するであろう，進歩的な政党

が影響力を有していないからである。第 2 に，

経済学的な見解より，高齢者の票を必要とする

ほど政党間競争が激しくないからである。心理

学的な見解に基づく回答は，政党レベルでは見

つけることが難しいであろう（注３）。

Ⅲ　福祉態度に関する研究

有権者レベルと政党レベルでの韓国での最近

の研究動向を見てみよう。有権者レベルでの新

しい分析視角は，前節で検討した国際的な動向

と同じく，福祉態度の観察である。ここでは主

として 4 本の論文（ゴシック体の文献）を取り

上げる。韓国における福祉態度の研究で主流を

なすのは，3 つの仮説との関係でいえば経済合

理的な判断を強調する経済学的見解である
［クォンスン 2012；キムスウァン 2011；キムユン

テ・ソジェウク 2014；ベクスンジュ・クムヒョン

ソプ 2012；イソヌ 2015；イソンギュン 2002；イ

フニ・キムユンテ・イウォンジ 2011］。社会学的

見解のように，階級をはじめとするマクロな社

会構造を重視する見解は安定的な観察を得られ

ていない。2009 年以降に限定すると，階級性

を問う研究は，一貫性がなく混乱している［キ

ムヨンスン・ヨユジン 2011］。その延長線上で理

解していいのがイジュナン［2015］の研究であ

る。彼は，朴槿恵政権が公約として掲げた，増

税なき福祉と選択的福祉という，福祉政策と徴

税政策に対する有権者の態度を，19 歳以上の

男女に対して 2015 年 2 月 11 日に電話面接調査

を行い，分析した。

韓国では以前より，有権者は福祉予算の拡大

は必要だが，そのための徴税負担には賛成しな

いという福祉態度の二重性を有することが指摘

されてきていた［チェギュン・リュジンソク 

2000］。朴槿恵の公約は，ある意味でこの二重

性に寄り添うものともいえるが，彼女の政策に

は対象となる多くの有権者が不満足と回答して

いる。彼らは，朴槿恵政権の福祉政策に対する
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公約が守られていないと評価している（70 パー

セント）。しかし，普遍的福祉と選択的福祉の

いずれがよいかという問いに対しては，選択的

福祉の方が好まれる（11.9 パーセント vs 24.4

パーセント）。どのような政策を減らすべきか

についても，無償給食（40.7 パーセント），基礎

年金（25.6 パーセント）が多い。彼はこの結果

を性別，年齢，居住地域，職業，所得など人口

学的・社会経済的要因を独立変数として分析し，

韓国の有権者は自己利益で福祉態度を決めてい

るとの結論を導き出している。この研究はこれ

までの研究のある意味での典型といえ，対抗仮

説を意識して独立変数を設定していないので，

社会学的見解や心理学的見解が韓国で当てはま

らないということまで主張できるものとはなっ

ていない。

1 ．中間層の福祉態度

この点で対照的で興味深いのは，中間層の福

祉態度を問うヨユジン・キムヨンスン［2015］

とイジョンジン・ノデミョン［2015］である。

いずれもテーマは中間層の福祉態度で，扱う

データも韓国保険社会研究院が実施した「韓国

福祉パネル調査」付加調査「福祉認識に対する

調査」から得ている。しかし分析結果は微妙に

異なる。

福祉国家論の文脈で，中間層の動向は重要な

研究対象となっている。その理由は，中間層の

意向こそが福祉国家のあり方に大きな影響を与

えているとの研究が国際的に多く提供されてい

るからである。ヨユジン・キムヨンスン［2015］

の先行研究の整理を，本稿にひきつけて再整理

すると以下のようになる。一般的に，階級 ･ 階

層を重視する社会学的見解に基づく研究による

と，上流階層ほど福祉拡大 ･ 徴税拡大に反対し，

下流階層はその逆である。しかし，中間層はど

ちらともいいうる［Le Grand and Winter 1987］。

中間層の選好は単純には決定できない。という

のも，中間層は福祉消費者として福祉国家を支

持するが，納税者としてはそうではないからで

ある。また，民間企業が提供する福祉を購入で

きるので，労働者ほど公的福祉に依存してはい

ない［Le Grand and Winter 1987］。ただし，福

祉国家が成長するにつれ，福祉供給者としての

側面が生じており，教育，医療，社会サービス，

福祉に従事する公務員として福祉国家を支持す

る傾向もある［Wright and Cho 1992; Blomberg 

and Kroll 1999］。また，中間層は個々の福祉プ

ログラム別に態度が異なりうる。医療サービス，

教育，年金などの福祉サービスは中間階級に有

利であり，サービスを受ける可能性が高いので

支持するが，低所得者層を対象とする公的扶助

な ど に は 冷 淡 と い え る［Le Grand 1987；

Svallfors 1999］。 

加えて，中間層の政治的重要性は一意的には

決定できない。彼らを集団として扱うことがで

きれば，数の多さゆえ選挙への影響力が大きく，

世 論 を リ ー ド し う る［Le Grand and Winter 

1987］。しかし，数の多さゆえ，また中間層内

の多様さゆえ，組織的凝集力が欠如しているの

である。

韓国ではどうであろうか。ヨユジン・キムヨ

ンスン［2015］は，2007 年調査と 2013 年調査

を比較して，階層間で福祉態度に違いが生まれ

てきており，その中でも中間層は独自の存在と

なってきていると主張する。すなわち，2007

年調査では福祉態度に階層間の違いはあまり出

ないが，2013 年調査ではそれが出ている。そ
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の出方は，おおむね，先進国と同じく，高所得

者ほど福祉拡大反対，徴税反対で，低所得者ほ

どその逆である。しかし，中間層は，所得格差

解消に向けた政府介入に対しどの層よりも強い

支持をするが，そのための徴税にはどの層より

も支持していない。プログラム別に見ると，大

半のプログラムに対して中間層は高所得者層と

低所得者層の中間程度の支持傾向を示すが，家

族支援や教育など自身が直面するプログラムは

他の階層より強く支持している（注４）。本稿の関

心に引きつけていえば，こうした階層的な違い

は，経済合理的な判断から現れるもので，経済

学的な見解を支持しているといえる。ただし，

イジュナン［2015］同様，他の見解をテストす

る関心には乏しいようである。

これに対し，イジョンジン・ノデミョン

［2015］は，経済学的な見解を支持しつつも，

心理学的な見解を肯定する分析をも行っている。

一般的に，中間層は福祉受給者に冷淡で，公的

扶助制度に対しても否定的であるが，韓国でも

同様に生活保護受給者は怠け者だという信念が

存在しており，単なる福祉サービスの提供では

なく，労働訓練や労働そのものを義務づける

ワークフェアの強化に同意する傾向があるとさ

れる［キムムンギル 2010］。ところが，彼らは

必ずしもそうではないとする。2010 年と 2013

年のデータを利用し，対象を高齢者，勤労者，

福祉受給者の 3 層に分けてパネルデータ分析を

行った結果，中間層（勤労者）は彼らの直接的

な利害に関わる政策に対しては，確かに経済学

的見解に沿って自己利益に忠実な態度を示すが，

貧困政策や福祉受給者に対する態度は安定的で

なく，一概に冷淡というわけではない。回答す

る中間層に貧困経験や価値剥奪経験が存在すれ

ば，福祉受給者に対する否定的態度は肯定的態

度に変わりうる。つまり，貧困層に関する知識

が基本的に伝聞情報のみに基づいている場合，

中間層の人々は貧困層への福祉供給に冷淡かも

しれない。ところがその知識が直接的経験に基

づくものとなると，政策への肯定感が強まるの

である。これは，心理学的見解に基づくものと

言っていいであろう（注５）。

2 ．高齢者福祉への態度

これまで見てきた福祉態度に関する研究は，

いずれも福祉一般に関するものであって，高齢

者福祉に限定されたものではない。これらの研

究から高齢者福祉に対する福祉態度のあり方は

示唆されるかもしれないが，直接的な知見を酌

み取ることができず，高齢者福祉についても同

様と考えてよいかどうかは判断がつかない。し

かし，高齢者福祉に対する福祉態度の研究は極

めて少ないのが現状である。1 点だけ，ソボッ

キョン・ファンアラン［2012］の研究を紹介し

ておこう。彼らはいずれも研究者として福祉政

治にコミットしているわけではなく，彼らの論

文にも福祉国家論に関する先行研究はほとんど

レビューされていない。それゆえ，分析枠組み

の不適切さは否めないが，それだけに過去の福

祉政治研究では想像だにしなかった要因の重要

性を導き出している。彼らは，高齢者福祉拡大

に関する国民の態度に何が影響を与えているの

かを知るために，高齢者問題に直接的・間接的

に接することになる 40 歳以上を対象とした，

構造化された電話面接調査を 2011 年 10 月に実

施した。分析の結果，高齢者福祉拡大への認識

に影響を与える要因として，性別，国家責任の

認識，理念性向，基礎自治体の長に対する信頼，
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基礎老齢年金と長期養老保険に対する重要性認

識，老人福祉サービス担当一線公務員への満足

度を引き出した。このうち，後者 2 つは心理学

的な見解と極めて近い。人々が福祉に関して何

を経験しているのかが重要になるのである。高

齢者福祉は一般市民にとって必ずしもなじみの

あるテーマではなく，年金や医療保険に比べて

関心も低く知識レベルも高くないのが普通であ

る。それだけに，直接経験が重要になるのであ

ろう。

有権者に関する韓国の研究は，以上見てきた

ように国際的な研究動向に沿う形で展開してき

ている。その主張は経済学的見解に偏っている

が，質問項目を工夫することでその改善は可能

であり，他の見解を支持する傾向も見いだすこ

とができる。言い換えれば，福祉態度の研究は，

社会学的見解や心理学的見解を方法論的に排除

するものではなく，研究設計次第で広範囲な理

論の検証が可能である。ただし，アンケート調

査に依拠した方法は，有権者の福祉態度を理解

するにとどまり，福祉態度が有権者の政治行動

にどのように関連しているのかを理解するには

距離がある。言い換えれば，福祉態度が政策決

定に重要だという前提に立たなければ政治学的

に意味のない研究設計になりかねないが，この

前提は自明ではない。態度，言い換えれば有権

者の政策選好が政治行動といかなる関係を有し

ているのかが分析可能な研究設計にならなけれ

ば，3 つの仮説の検証もレレバンシーのないも

のになりかねないであろう。

Ⅳ　地方政府の福祉政策

1 ．地方を観察単位とする意味

次に，政党を対象とした研究状況を見てみよ

う。ここでの新しい分析視角は，国政ではなく，

地方政治レベルでの政党の党派性や政党間競争

が福祉政策に与える影響を観察するところにあ

る。地方政治レベルを取り上げたことは，福祉

政治に関する 1 国研究にブレークスルーをもた

らしている。というのも，本稿の問いの前提と

なる基本的な事実を同定することが 1 国レベル

の研究では極めて困難であり，かつその行為自

体が党派性を有する見解となりやすいからであ

る。

本稿の疑問は，投票率が高い高齢者層の利益

が韓国で実現されていないのはなぜかにある。

しかし，疑問の前提となっている，「政治家は

高齢者の利益を実現すべく行動していない」と

いうのは事実なのか，確定させることは極めて

難しい。第Ⅰ節で取り上げた高齢者の貧困問題

は経済社会的な事実であって，政府が供給する

福祉サービスそのものではない。問われるべき

は福祉サービスの量や質である。しかし，高齢

者福祉への政策供給がどの程度であれば，政治

家たちが利益の実現に努めているといえるのか

の基準の設定，その測定は難しい。仮に，高齢

者福祉予算が高齢者への政策供給であるとしよ

う。予算額やその増減が政治家たちの努力の判

断基準とみなされうる。しかし，これでもって

政治家の努力を測定するのは難しい。その性格

上，予算は基本的に漸進的にしか変化しないの

で，政治家が大きな努力を注いだにも拘わらず

増加分はわずかであっても不思議ではない。ま
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た仮に増加したとしても，それは政治家の努力

の成果なのではなく，人口の高齢化を反映し固

定経費が増加したに過ぎないかもしれない。

この方法論的問題は 1 国では解消できず，多

国間比較を必要とする。しかし，韓国には他に

参照可能な国家が存在しない。他の先進国は遙

か以前に社会保障体制を構築しているため，高

齢者への保障のレベルが異なりすぎる。他国と

給付水準が見劣りしたとしても，それをもって

努力不足とするのは酷である。また，仮に高齢

者福祉予算の増加速度が他の先進国より速かっ

たとしても，既に基盤整備を終えている国と異

なるのは当たり前であり，政策転換がなされた

とはしにくい。韓国における高齢者の貧困は深

刻な問題であり，それを解決するための所得移

転があまり行われていないにしても，そのこと

から政治家が努力して政策を形成しているか否

かを判断するのは困難であり，勢いその判断は

運動論的になる傾向を示してしまうのである。

こうした状況の下で「政治家は高齢者の利益

を実現するべく行動している」かどうかを明ら

かにするのに重要なステップは，観察単位の分

割である。すなわち，地方政府を単位として分

析することである。好都合なことに，韓国は盧

武鉉政権が 2005 年に地方分権改革を行った結

果として，高齢者福祉の相当部分は地方政府に

よって実施されている。地方政府間の高齢者福

祉政策に関するバリエーションを政治的な要因

で説明することができるのであれば，上記命題

の証明可能性が開かれたということができるで

あろう。なお，地方における福祉政策の違いを

説明するとしても，それが韓国全体として高齢

者に対する政策的偏在が存在するかどうかの証

明になるわけではない。高齢者福祉の中核であ

る年金制度は中央政府の管轄であるので，地方

政府の分析によって明らかにできることには限

界がある。しかし，上記の命題の検証であれば

地方政府を対象とすることで可能であると考え

てよいであろう（注６）。

地方政府を分析単位とすることは，韓国にお

けるシルバーデモクラシーの存在を検討する上

での，もう 1 つの困難さを軽減することにつな

がる。それは，投票率の世代間格差に関するも

のである。日本とは異なり，韓国では若年層の

投票率は低くない。例えば，2012 年に行われ

た大統領選挙では，投票率は全世代平均で 75.8

パーセントであったのに対し，20 代 69.0 パー

セント，30 代 70.0 パーセントである［李 2013］。

50 代 82 パーセント，60 代以上 80.9 パーセン

トと比べると低いが，高齢者優遇を政治家が打

ち出したくなるほどの投票率格差が生じている

わけではないのである。もっとも，有権者全体

に占める有権者比率は 50 代 19.2 パーセント，

60 代以上 21.1 パーセントと相当に大きいとい

うことは指摘可能であるが，若年層を犠牲にし

てでも高齢者層を優遇すべきだとの判断が成立

するほどとはならない。

しかし，地方政府を単位とすると，高齢者の

存在の重さの違いが顕著に表れる。2011 年時

点で，全羅南道の高齢化率は 20.4 パーセント

であるのに対し，蔚山広域市は 7.1 パーセント

に過ぎない［ミンヨンギョン・イミョンソク 

2013］。全羅南道や蔚山広域市が極端な値を示

しているわけではないので，韓国内で高齢化率

は自治体間でかなりのバリエーションがあると

見ることができる。つまり，韓国全体ではさほ

ど大きくはなかった有権者の世代間格差が，地

方政府を対象とすることで観察可能となるので
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ある（注７）。ただし，地方政府を対象とすること

で，検証可能となる仮説がある一方で，逆に研

究上の視野から外されてしまう仮説も存在する。

それを以下，主として 6 本の論文（ゴシック体

の文献）を素材に検討してみよう。

2 ．党派性理論

韓国の地方における福祉の研究は，量的な指

標である福祉支出の推移を中心に観察してきた

が，主に行政学と社会福祉学分野で研究されて

きたこともあり，政治要因は主要因とは考えら

れてこなかった。老齢人口増加など福祉の需要

要因など，社会的・経済的変数を通じての説明

が中心であった［コヘジン・リュヨンギュ・アン

サンフン 2014；モジファン・イジュンソプ 2010］。

地方財政に関する政治的要因を認めた最初の研

究は，ジビョンムン・キムヨンチョル［2003］

であろう。彼らは，福祉支出に地方自治体の首

長の所属政党と，首長選挙の競争度が影響して

いることを主張した。これ以降，政治的要因に

注目する研究が出てくるようになり，2010 年

代に入って急増する。その多くは政党競争理論

に依拠しており，党派間競争が熾烈であれば福

祉支出は増加すると主張してきた［パクコウ

ン・パクピョンヒョン 2007；キムビョンギュ・イ

ゴンス・ジョドッコ 2009；ジョンサンホ 2011］。

しかし近年，党派性理論に依拠する主張が有力

になってきている［キムジユン・イビョンハ 

2013］。

党派性理論を主張する研究は，基礎自治体を

対象とし，とりわけ首長の党派性が重要である

と指摘する。例えば，キムボムス・ノジョンホ

［2014］は，固定効果モデルを用いて基礎自治

体における福祉政策の政党要因の効果を検討す

る。具体的には，全基礎自治体を対象とし，選

挙がない年である 2003 年，2007 年，2011 年の

地方自治体の決算に占める社会福祉費の比率に

対し，首長の党籍と議会における各党の議席率

が影響を与えるかどうかを分析した。その結果，

首長の所属政党の違いが福祉政策に影響を与え

ており，首長がハンナラ党系列から民主党系列

に替わると 1.7 パーセント福祉支出が増えるこ

とが分かったとする。分析のための設計はよく

考えられている。時期を限定した理由は，選挙

年では 7 月 1 日に政権が替わり，福祉政策と政

権の関係がはっきりしにくいためであり，また，

選挙年を外すことによって，福祉政策の結果が

党派性に影響を与えるという逆の因果関係の発

生を防いでいる。従属変数を社会福祉費の比率

としたのは，欧米で標準的に行われている対

GDP 比の代替措置であり，予算でなく決算と

したのも，予算と決算の食い違いが多い韓国の

状況を反映させるためである。この他，先行研

究で有力な要因として指摘されている福祉需要

要因（生活保護受給者比率，障害者比率，老人人

口比率），福祉財政要因（経済活動人口比率，財

政自立度），その他要因（都市化比率，分割政府）

を統制することで分析結果の妥当性を増すよう

にされている。

ただし，この分析は，党派性理論の主張を強

調するあまり，最大のライバル仮説である政党

競争理論を検証の対象から外してしまっている。

さらに重要なのは，彼らの扱う党派性理論は単

純すぎる。国際的な理論動向で検討したように，

党派性理論は新制度論の批判を受けて，制度の

持つ影響を加味した理論へと変貌してきている

が，それを踏まえての研究設計とはなっていな

いのである。
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3．深化した分析モデル

地方の福祉政治分析は，党派性理論のなかで

も，単純なものから深化したものへと発展して

きている。ソジェグォン［2015］は，党派性と

同時に地方選挙制度の変化が福祉支出に与えた

影響を分析する。すなわち，2002 年から 2012

年までの釜山広域市・蔚山広域市・慶尚南道地

域の基礎自治体を事例として，首長の所属政党

が持つ社会福祉政策，あるいは理念位置が地方

政府の社会福祉費支出に体系的な影響を与えて

いるかと，2006 年の地方選挙制度改革で導入

された基礎自治体議員候補者に対する政党公選

制実施が，議会選挙競争度を上昇させ，その結

果として地方福祉費に影響が生じているかどう

かを調査した。分析の結果，進歩的な小政党所

属首長に限って言えば相対的に社会福祉費支出

が増えていること，政党公選制効果は地方選挙

があった年を起点に一時的に現れていることを

示した。すなわち，基礎自治体の首長の党派性

が福祉政策に与える影響について安定した結果

が出ないのは，2 大政党がいずれも進歩的とい

えないほど政策空間が保守寄りに偏っているた

めであることと，選挙制度改革という政党の競

争環境変化の影響も一時的なものに過ぎないこ

とを示したのである。

ただし，この研究の主張は，深化した党派性

理論が重視する，首長と議会の関係を分析モデ

ルに投入しているわけではなく，首長 - 議会関

係によっては首長の党派性の出現が抑制されう

ることを十分認識していない。以下の 2 つの研

究は，これらの制度的関係を分析に組み込んで

いる。オスヒョン・カンインソン［2013］は，

地方政府における政党構造と予算の関係を探る

ことを目的とし，2012 年度の全基礎自治体予

算を対象に分析した。この研究の特徴の 1 つは，

従属変数として社会福祉予算だけでなく経済開

発予算も扱ったところにある。彼らは意識して

いないが，地方政府に関してこの 2 つを同時に

扱うことの意味は大きい。Peterson［1981］な

どの機能的連邦主義の議論に従うと，地方政府

は財政上の制約から，自治体内の経済活動を活

発にし，歳入拡大につながる経済開発には熱心

であるが，歳入の増大をもたらさない社会福祉

政策を抑制する。それゆえ，地方政府は経済開

発費を拡大させ，社会福祉費を削減する傾向を

有する。この点を考慮すれば，社会福祉費のみ

を分析するのは自治体の行動を観察する上でバ

ランスを欠くことになる。特徴のもう 1 つは，

自治体の首長の党派性と地方議会の政党構造の

交互作用を独立変数として設定していることで

ある。彼らは，2 つの競争性を重視する。1 つ

は，地方議会内の競争性で，地方議会に単独で

過半数を占める政党が存在する時を非競争的と

し，そうでない時を競争的と定義する。もう 1

つは，首長と議会の関係で，首長と議会の多数

党が同一政党である場合を非競争的，そうでな

い場合を競争的とする。これらを投入して分析

したところ，社会福祉予算には地方議会の政党

構造が効き，経済開発予算には首長と議会間の

関係が効くという結果を得た。この研究は党派

性理論からスタートしているが，政党競争理論

との接合をはかることにある程度成功したとい

えるかもしれない。

4 ．質的研究からの批判

ユジンスク・キムウォンソプ［2015］は，党

派性理論に立脚して地方政府の福祉政策と政党

変数間の相関関係を分析するものであるが，先
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行研究を方法論的に 2 点大きく批判して新たな

分析を行っている。第 1 に，既存研究が分析素

材とするのはもっぱら量的な指標である福祉支

出である。量的な把握はもちろん重要であるが，

地方自治体が行う政策の中身に踏み込まないた

め，政策の効率性や有効性等の質的側面は問わ

れないままである。第 2 に，既存研究が対象と

する自治体は基礎自治体であり，福祉政策にお

いてより重要な役割を果たしている広域自治体

の存在を無視している。広域自治体は独自の福

祉政策を展開するほか，基礎自治体の政策にも

関与しており，その存在を無視できないはずで

ある（注８）。

彼らはこれらの問題を克服するために，無償

給食に関する広域自治体間の違いを従属変数と

し，独立変数に首長の党派性と首長と議会の関

係という 2 つの変数の交互作用を入れ，事例研

究によって分析する。具体的には，無償給食の

拡大・縮小を説明するのに，首長の党派性（保

守か進歩）と議会との関係（統合政府か分割政府）

をクロスさせて，保守統合，保守分割，進歩統

合，進歩分裂の 4 つのカテゴリーを設け，それ

ぞれに符合する事例として，京畿道，慶尚南道，

光州を取り上げて分析する。その結果，広域自

治体首長の党派性が地方政府の政策変動に決定

的な影響を与えていることを主張する。つまり，

無償給食は保守統合だと縮小・廃止，進歩統合

だと拡大する。議会との関係では，統合政府だ

と安定的な政策をもたらし，分割政府だと不安

定になるのである。

事例分析などの質的研究には一般可能性とい

う点で限界があるが，彼らの研究は，国際的に

党派性理論に基づく研究で認められているのと

同一の結論を導出し得たという点で，ある程度

この限界を回避しているといえるであろう。

以上のように，地方政府の福祉政策一般につ

いては，政党競争理論よりも党派性理論による

説明が近年有力になってきている。ところが，

高齢者福祉の場合は逆に政党競争理論が主張さ

れ始めている。

5 ．高齢者の動員力

高齢者福祉に絞った場合，先行研究そのもの

が少なく，しかも大半は社会経済的要因を強調

しており［キムスッキョン 2006；カンジュヒ・ユ

ンスンドク 2008；キムソンス 2008］，政治的要因

の影響を指摘するものはわずかである。おそら

く，地方における福祉政策研究の初期と似て，

研究の大半が財政学者や社会福祉学者によるか

らであろう。しかし，近年になってこの領域に

も政治学者が参入したことで政治的要因を主張

する研究が出始めている。

高齢者福祉に関する政治要因として重視され

ているのは，高齢者の選挙における動員力であ

る。Cox［2009］の議論に示されるように，政

治参加が活発な集団ほど，その集団の利益が政

治的に反映されやすい。つまり，世代間での投

票参加の違いが資源配分に影響しうると考えら

れる。他の世代に比べて投票参加率が高い高齢

者世代はより多くの資源配分を受けるはずであ

り，それは高齢者福祉予算の増大につながると

予想される。

しかし，高齢者の動員力を測定する尺度とし

て何を用いるべきかは，まだ探索されている最

中である。チェグノ・ムンスンミン［2015］は，

それを 60 歳以上高齢投票者が全投票者に占め

る割合とし，その他の政治的要因として首長の

所属政党，首長と議会との関係（統合政府か，
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分割政府か），この他に高齢者人口を含むいく

つかの統制変数を投入して 1 人あたり高齢者福

祉予算の違いを分析した。データは，2015 年

の全基礎自治体のものである。分析の結果，高

齢者世代の政治参加は有意であり，この他，政

治的要因については，首長の所属政党は保守ほ

どマイナスの影響を与えていた。なお，高齢人

口はマイナスの影響である。

これに対し，キムビョンギュ・ユンギヨン

［2016］は，高齢者の選挙参加率を高齢者動員

力変数とし，高齢人口比率を潜在的な動員力と

みて高齢者の動員力を測定し，この他に政治的

要因として首長選挙の競争度，議会競争度，女

性議員比率，選挙年を入れ，大邱広域市と慶尚

北道の 30 の基礎自治体における高齢者福祉支

出資料を利用して分析した。時期は 2000 年か

ら 2007 年で，パネルデータとして回帰分析

（OLS と GLS）を行ったところ，政治的要因で

は高齢者人口比率と首長選挙の競争度，女性議

員比率が有意に影響があったが，高齢者動員力

変数が有効でなく，かつ係数が負であった。

高齢者福祉に影響を与える政治的要因は何か。

これら 2 つの研究で重視されているのは高齢者

の動員力である。しかし，高齢者の動員力の測

定方法は未確定であり，2 つの研究が提案して

いる測定尺度では安定的な結果が出ているとは

いえない。現段階では，その理由が測定ミスな

のか，高齢者の動員力に政治的影響力がないか

らなのかは分からない。加えて，政治的要因は

高齢者の動員力に限定されるのであろうか。言

い換えれば，この限定によって，高齢者福祉の

研究が政党競争理論の妥当性のみとなり，党派

性理論を視野から外してしまっている点に問題

はないのであろうか。

6 ．地方という研究戦略の問題

政党の影響力を分析するために観察単位を地

方とした研究戦略は，韓国の福祉政治と高齢者

福祉をめぐる政治への理解を深める上で大変有

効であるといえる。しかし，有効な研究戦略を

とれば福祉政治の特徴が全て明らかになるとい

うわけではなく，ここで検討した政党研究も以

下の 3 つの問題を有していると指摘できる。第

1 に，これまで述べてきた諸研究の研究戦略は，

心理学的見解をテストすることが不可能である。

しかし，心理学的見解が主張するような選好形

成の問題が政党の政策選択に影響を与えていな

いということはできないし，分析のための方法

がないわけではない。アイデアの政治や言説制

度論などの行う事例の過程追跡を通じて分析は

可能となりうるし，実験的手法を用いてテスト

する可能性もある。第 2 に，地方政治を対象と

したことで，党派間の違いは現れにくくなって

いる。機能的連邦主義の議論を打破できない限

り，これらの研究戦略自体が結果にバイアスを

与えていることは否定できないであろう。第 3

に，比較的測定しやすい予算を従属変数にした

ことで，福祉政策の内容に政党政治がどのよう

な影響を与えているのかが問われなくなってい

る。福祉政策は，メニューや提供方法などに

よって，同一の予算額であってもその対象，質

が全く異なる。無償給食を例にとれば，全ての

児童の給食を無償にする場合と，富裕者の子女

を除く児童により栄養価の高い給食を無償提供

する場合では，予算は同額であっても福祉に関

する意味合いが全く異なるのである（注９）。
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Ⅴ　おわりに

最後に，本稿をまとめ，今後の研究展開のあ

り方について述べておこう。

本稿は，韓国の福祉政治，とりわけ高齢者福

祉をめぐる近年の政治研究を紹介し，それを通

じて投票率が高いにも拘わらず存在する高齢者

の貧困という問題を検討することを目的として

いた。先行研究はいずれもこの問いに直接答え

るものではないが，次のような示唆を得ること

ができるであろう。

近年の先行研究をまとめると次のように整理

される。福祉政治研究は，有権者の福祉態度と

地方における政党政治に絞って議論を進めてき

ている。有権者の福祉態度は全体として自己利

益中心であるが，高齢者福祉サービスへの直接

経験の有無によって流動的な要素がある。ただ

し，有権者がいかなる態度をとるかが福祉政策

に影響を与えるかどうかは分からない。他方，

政策に直接影響を与える政党が，高齢者の政治

的動員力に注意を払って高齢者福祉政策を決定

しているかどうかははっきりしない。福祉政策

全体でいえば，政党は政党間の競争環境に影響

を受けてもいるが，より重視されるべきは政権

担当政党の持つ党派性である。

以上より，投票率の高い高齢者の利益である

高齢者福祉がはかられないという，逆説的な問

いは，投票率と利益の関係をもう少し緩く考え

て理解すべきという示唆が導かれる。すなわち，

高齢者福祉を何が規定しているのかは，有権者

や政党が福祉政策に対しいかなる認識を持って

いるかという，より一般的な枠組みの中で理解

しなければならない。韓国では，有権者は全体

として利己的で，貧困層への接触も限られてい

るので，高い水準の福祉政策は全体として望ん

でいない。政党もまた，イデオロギー空間が保

守的な方向に偏っているので，福祉政策のレベ

ルを上げようとはしない。福祉政策の一部であ

る高齢者福祉が向上しないのもこうした傾向を

投影したものである。

ただし，以上の示唆はあくまで示唆であって，

実証していくためには重要な課題がいくつも存

在する。第 1 に，有権者の福祉態度がどのよう

に政策に反映されていくのかを解明しなければ

ならない。代議制民主主義をとる以上，いわゆ

る民意が直接政策を決めるということはない。

誰によってどのように媒介されるのかが政策内

容に決定的な影響を与えるであろう。第 2 に，

地方政治を分析することで生じる研究上のバイ

アスを取り除く必要がある。機能的連邦主義の

議論によれば，地方政府は再分配政策よりも経

済開発を重視しがちである。地方政府を分析す

ることで主要な政党間で差異を見いだせないと

しても，それは当然のことともいいうるのであ

る（注10）。もっとも，いずれの研究課題も，本稿

で取り上げた先行研究が避けてきた，方法論上

の困難な問題に直面せざるを得ない。近年の研

究は，計量的手法の採用など，因果関係を厳密

に検証することが可能な方法論をとるように

なってきている。それは，政治科学が全体とし

て厳密さを求めるように変化してきていること

を受けたものである。たとえ理論的に示唆に富

んだ深みのある研究であっても，因果関係を厳

格に特定できる方法を用いないと評価されるこ

とが難しい。先ほどあげた 2 つの研究課題は，

従来の方法ではこのような近年の研究上の課題

を乗り越えることが難しい。第 1 については，
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少数事例の過程追跡をおこなうことになるが，

質的研究となる以上，知見の一般化は難しい。

第 2 については，第Ⅴ節で指摘した 1 国研究の

問題を回避できない。

韓国の福祉政治研究は，2010 年代に入って

明らかに科学的に洗練されてきている。よく練

られた研究設計のもとで，主として計量的手法

を用いた分析を行い，妥当な議論を行うように

なってきているということができる。そのおか

げで，階級政治的バイアスを脱し，政治のより

多面的な側面を理解した上での理論的主張と仮

説検証が可能となった。その意味で，韓国にお

ける福祉政治，高齢者福祉政治の研究の方向性

はおおむね妥当な方向に展開しているといえる。

しかし，研究設計を重視するあまり，学問的に

重要な問題にアプローチしているとはいえなく

なっている嫌いがある。つまり，取り組みやす

い課題にしか取り組まなくなっている可能性が

あるのである。同様に，ある特定の研究手法を

とることが，検証すべき理論の範囲を狭めてい

ることに自覚的でない可能性がある。しかし，

研究設計の厳密さが求められる政治学の昨今の

研究動向や，日本以上に短期的に研究業績をあ

げることを求められる韓国の学界での風潮を考

えると，そのような手間のかかる研究が研究者

の合理性に適しているかどうか，不安の残ると

ころである。

（注１）ただし，韓国の高齢化の水準は，今後
深刻さを増すとはいえ，現時点では日本の 1995
年のレベルであり，全人口の 4 分の 1 が高齢者
で あ る 状 態 と は ほ ど 遠 く（http://www.nli-
research.co.jp/report/detail/id=42585?site=nli），
シルバーデモクラシーも日本ほど現実味を帯び
ているわけではない。しかし，韓国の水準はア

メリカ，イギリスに迫っており，現象として生
じていたとしても何ら不思議ではない。なお，
日本でもシルバーデモクラシーが学問レベルで
現実問題として最初に語られたのは内田［1986］
である。
（注２）これらの呼称は，社会学，心理学，経

済学の実態と関係があるわけではなく，政治学
から見た各学問領域に対する印象からつけられ
ているものに過ぎない点に留意されたい。
（注３）政党の福祉政治に関しても心理学的見

解に基づく説明は，質的手法を用いるのであれ
ば可能である。後述する。
（注４）なお，彼らが用いた分析方法は，平均

値比較と単純な回帰分析であり，折角の 2 時点
データの存在の強みを十分活かした分析とは
なっていない。
（注５）稲増［2015］は，有権者の政治行動に

対しては，イデオロギーの左右軸などの党派性
による説明以上に，有権者個々人が社会的にい
かなる経験を有しているかが重要であるとして
いるが，高齢者福祉に関する間接経験と直接経
験の違いと通じていて面白い。
（注６）地方政府が実施する高齢者福祉政策の

概要については金・大泉・松江［2017］参照。
（注７）後述するが，福祉政策を中央政府が扱

うのではなく，地方政府が扱うことそのものが
福祉供給を抑制させることが理論的に考えられ
るので，分析にあたっては一定の留保が必要で
ある。Peterson［1981］参照。
（注８）おそらく，このような問題は理解して

いても対処しないのは，基礎自治体を対象とす
る福祉予算研究がリサーチデザイン的に扱いや
すいからである。広域自治体は計量分析を行う
には数が少なすぎ，質に踏み込む分析はデータ
がとりにくい。いわば，既存研究は問題の重要
性ではなく，扱いやすさによって進められてい
るのである。
（注９）ミンヨンギョン・イミョンソク［2013］

は，自治体の高齢化政策を，老後所得保障，老
後生活保障支援，社会参加・老後準備基盤醸成，
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生活環境造成・地域社会開発に 4 分類し，進捗
状況の自治体間の差異を丁寧に観察しており，
内容に踏み込んだ研究の可能性を示している。
（注 10）これらの他に，有権者の福祉態度につ

いては，心理学的見解や社会学的見解をテスト
するような研究設計が必要であり，地方政治に
ついては，予算額ではなく，政策内容や効率性，
有効性に踏み込んだ政策の質に関する研究が必
要となる。
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Abstract

Scientific, but Small-Minded?: New Research 
Trends in the Study of Welfare Politics and Policy 
for the Elderly in South Korea

Yutaka Onishi

This paper examines the dramatic changes that have occurred in the study of welfare politics 

in Korea—both at the theoretical and methodological level—through a review of the recent 

literature. In particular, we examined research related to Korean welfare politics and the elderly. 

Recently, welfare politics researchers have begun shifting from qualitative to quantitative methods 

of analysis while transferring their theoretical focus from class to voters and political parties. 

Recent research has focused on analyzing public attitudes toward welfare and party politics of 

welfare policy at the local level, both of which have produced robust data related to the welfare 

state debate in Korea. However, these new trends present serious problems. Though research has 

been refined methodologically, such rigorous methods limit the range of theories to be verified, 

narrow the scope of an area of research that was originally more extensive, and limit the range of 

research subjects.


